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１．設備投資行動等に関する意識調査・集計結果（全産業） 
 

Ⅰ．【設備投資の見通し】 
（単位：社数） 

  
１．貴社の今年度（国内）設備投資額は、年度当初計画と比べて 全産業 製造業 非製造業 

①増額修正となる見通し 392 21.3% 196 25.5% 196 18.2% 
②減額修正となる見通し 318 17.3% 126 16.4% 192 17.9% 
③変更なし 1,133 61.5% 446 58.1% 687 63.9% 

回答社数計 1,843 100.0% 768 100.0% 1,075 100.0% 

 
  

２．貴社の来年度（国内）設備投資額は、今年度（見込）と比べて 全産業 製造業 非製造業 

①増加する見通し 406 22.9% 194 26.4% 212 20.4% 
②減少する見通し 504 28.4% 175 23.8% 329 31.6% 
③概ね横ばい 865 48.7% 365 49.7% 500 48.0% 

計 1,775 100.0% 734 100.0% 1,041 100.0% 

 
注）本問は問１で①を選択した 392 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 392 社より少ない。 

  
３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 全産業 製造業 非製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 66 19.1% 32 18.6% 34 19.7% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 188 54.5% 115 66.9% 73 42.2% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 79 22.9% 49 28.5% 30 17.3% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 13 3.8% 6 3.5% 7 4.0% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 12 3.5% 6 3.5% 6 3.5% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影響回避等） 5 1.4% 2 1.2% 3 1.7% 
⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価手法の変更等） 3 0.9% 0 0.0% 3 1.7% 
⑧その他 78 22.6% 25 14.5% 53 30.6% 

計 345 100.0% 172 100.0% 173 100.0% 

 
注）本問は問１で②を選択した 318 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 318 社より少ない。 

  
３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 全産業 製造業 非製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 76 27.0% 29 26.1% 47 27.6% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 70 24.9% 34 30.6% 36 21.2% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 25 8.9% 12 10.8% 13 7.6% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 17 6.0% 4 3.6% 13 7.6% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 104 37.0% 41 36.9% 63 37.1% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影響回避等） 19 6.8% 9 8.1% 10 5.9% 
⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価手法の変更等） 1 0.4% 0 0.0% 1 0.6% 
⑧その他 59 21.0% 23 20.7% 36 21.2% 

計 281 100.0% 111 100.0% 170 100.0% 
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注）本問は問２で①を選択した 406 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 406 社より少ない。 （単位：社数） 
  

３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 全産業 製造業 非製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 73 20.6% 43 25.0% 30 16.5% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 151 42.7% 93 54.1% 58 31.9% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 76 21.5% 44 25.6% 32 17.6% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 6 1.7% 3 1.7% 3 1.6% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 13 3.7% 7 4.1% 6 3.3% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影響回避等） 10 2.8% 5 2.9% 5 2.7% 
⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価手法の変更等） 4 1.1% 2 1.2% 2 1.1% 
⑧その他 125 35.3% 44 25.6% 81 44.5% 

計 354 100.0% 172 100.0% 182 100.0% 

 
注）本問は問２で②を選択した 504 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 504 社より少ない。 

  
３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 全産業 製造業 非製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 68 15.1% 21 12.8% 47 16.4% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 97 21.6% 38 23.2% 59 20.6% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 55 12.2% 23 14.0% 32 11.2% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 6 1.3% 1 0.6% 5 1.7% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 86 19.1% 29 17.7% 57 19.9% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影響回避等） 34 7.6% 7 4.3% 27 9.4% 
⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価手法の変更等） 6 1.3% 2 1.2% 4 1.4% 
⑧その他 201 44.7% 75 45.7% 126 44.1% 

計 450 100.0% 164 100.0% 286 100.0% 

注）問３は複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

Ⅱ．【設備投資の意思決定】 
（単位：社数） 

  
４．個別投資案件の意思決定に際して 全産業 製造業 非製造業 

①原則として投資採算の定量的評価（収益率、回収期間等）が高いものを優先 974 55.8% 444 61.4% 530 51.8% 
②投資採算の定量的評価以外の要因（数字に表せない定性的な要因）もかなり加味 773 44.2% 279 38.6% 494 48.2% 

計 1,747 100.0% 723 100.0% 1,024 100.0% 

 
  

５．重要視している定量的評価の手法（複数回答可、最大２つまで） 全産業 製造業 非製造業 

①投資回収年数 1,172 71.2% 516 74.9% 656 68.5% 
②内部利益率（ＩＲＲ） 398 24.2% 173 25.1% 225 23.5% 
③正味現在価値（ＮＰＶ） 202 12.3% 89 12.9% 113 11.8% 
④投下資本利益率（ＲＯＩ） 549 33.3% 258 37.4% 291 30.4% 
⑤その他 77 4.7% 15 2.2% 62 6.5% 

計 1,647 100.0% 689 100.0% 958 100.0% 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
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Ⅲ．【設備の除却とビンテージ（設備年齢）】 
（単位：社数） 

  
６．直近２～３年の設備の除却（売却を含める）に対するスタンスは、それ以前と比べて 全産業 製造業 非製造業 

①積極的に進めている 336 19.1% 162 22.1% 174 17.0% 
②ほぼ同じペースで進めている 1,241 70.6% 531 72.5% 710 69.2% 
③消極的である 181 10.3% 39 5.3% 142 13.8% 

計 1,758 100.0% 732 100.0% 1,026 100.0% 

 
注）本問は問６で①を選択した 336 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 336 社より少ない。 

  
７．設備の除却（売却を含める）を積極的に進めている要因は（複数回答可、最大２つまで） 全産業 製造業 非製造業 

①既存設備の更新を積極化しているため、古い（老朽化した）資産を処分する必要が生じた 177 53.5% 81 50.6% 96 56.1% 
②業績が改善しているため、特別損失を計上するだけの余裕が出来た 63 19.0% 34 21.3% 29 17.0% 
③当該事業への需要が減少し、設備過剰感が拡大した 43 13.0% 25 15.6% 18 10.5% 
④事業の選択と集中を進めているため、撤退する事業の設備が不要となった 107 32.3% 57 35.6% 50 29.2% 
⑤合併等で設備の重複感が生じた 23 6.9% 17 10.6% 6 3.5% 
⑥資産流動化の一環（ＳＰＣへの売却、リースバック等） 37 11.2% 11 6.9% 26 15.2% 
⑦中古資産売却市場が整ってきた 1 0.3% 0 0.0% 1 0.6% 
⑧その他 20 6.0% 9 5.6% 11 6.4% 

計 331 100.0% 160 100.0% 171 100.0% 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

  
８．貴社の国内主力設備の設備年齢（経過年数）はこの１年間で 全産業 製造業 非製造業 

①高齢化している 500 28.2% 210 28.5% 290 27.9% 
②あまり変わらない 1,089 61.3% 444 60.3% 645 62.0% 
③若返っている 187 10.5% 82 11.1% 105 10.1% 

計 1,776 100.0% 736 100.0% 1,040 100.0% 

 
  

９．投資に伴う諸コスト、投資を絞り込むデメリット等を考慮すると、国内主力設備の設備年齢は 全産業 製造業 非製造業 

①今後若返りを図る予定 372 21.2% 173 23.8% 199 19.4% 
②現在の水準で適当 1,014 57.8% 415 57.0% 599 58.4% 
③多少高齢化してもやむを得ない 368 21.0% 140 19.2% 228 22.2% 

計 1,754 100.0% 728 100.0% 1,026 100.0% 

 

Ⅳ．【海外での設備投資と国内での設備投資の関係】 
（単位：社数） 

  
10．中期的（概ね３年後）な海外の設備投資（連結ベース）は現状と比べて 全産業 製造業 非製造業 

①増加 263 41.4% 207 50.0% 56 25.3% 
②横ばい 331 52.1% 190 45.9% 141 63.8% 
③減少 41 6.5% 17 4.1% 24 10.9% 

計 635 100.0% 414 100.0% 221 100.0% 
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（単位：社数） 
  

10．中期的（概ね３年後）な国内の設備投資（連結ベース）は現状と比べて 全産業 製造業 非製造業 

①増加 342 22.2% 150 22.1% 192 22.3% 
②横ばい 962 62.4% 442 65.0% 520 60.3% 
③減少 238 15.4% 88 12.9% 150 17.4% 

計 1,542 100.0% 680 100.0% 862 100.0% 

 
  

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答可、各地域ごとに最大２つまで）【北米】 全産業 製造業 非製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 122 49.0% 104 56.8% 18 27.3% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 14 5.6% 12 6.6% 2 3.0% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 15 6.0% 10 5.5% 5 7.6% 
④研究開発拠点の新増設 18 7.2% 16 8.7% 2 3.0% 
⑤販売拠点整備 84 33.7% 53 29.0% 31 47.0% 
⑥その他 36 14.5% 19 10.4% 17 25.8% 

計 249 100.0% 183 100.0% 66 100.0% 

 
  

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答可、各地域ごとに最大２つまで）【欧州】 全産業 製造業 非製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 82 43.2% 71 50.0% 11 22.9% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 13 6.8% 11 7.7% 2 4.2% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 4 2.1% 2 1.4% 2 4.2% 
④研究開発拠点の新増設 13 6.8% 11 7.7% 2 4.2% 
⑤販売拠点整備 83 43.7% 58 40.8% 25 52.1% 
⑥その他 26 13.7% 13 9.2% 13 27.1% 

計 190 100.0% 142 100.0% 48 100.0% 

 
  

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答可、各地域ごとに最大２つまで）【中国】 全産業 製造業 非製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 248 59.5% 218 70.1% 30 28.3% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 85 20.4% 76 24.4% 9 8.5% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 122 29.3% 96 30.9% 26 24.5% 
④研究開発拠点の新増設 11 2.6% 6 1.9% 5 4.7% 
⑤販売拠点整備 102 24.5% 53 17.0% 49 46.2% 
⑥その他 29 7.0% 10 3.2% 19 17.9% 

計 417 100.0% 311 100.0% 106 100.0% 

 
  

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答可、各地域ごとに最大２つまで）【中国以外のアジア】 全産業 製造業 非製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 136 44.3% 118 53.9% 18 20.5% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 94 30.6% 86 39.3% 8 9.1% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 67 21.8% 49 22.4% 18 20.5% 
④研究開発拠点の新増設 4 1.3% 1 0.5% 3 3.4% 
⑤販売拠点整備 76 24.8% 41 18.7% 35 39.8% 
⑥その他 35 11.4% 13 5.9% 22 25.0% 

計 307 100.0% 219 100.0% 88 100.0% 
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（単位：社数） 
  

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答可、各地域ごとに最大２つまで）【その他地域】 全産業 製造業 非製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 33 30.0% 23 38.3% 10 20.0% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 13 11.8% 10 16.7% 3 6.0% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 7 6.4% 3 5.0% 4 8.0% 
④研究開発拠点の新増設 1 0.9% 1 1.7% 0 0.0% 
⑤販売拠点整備 36 32.7% 22 36.7% 14 28.0% 
⑥その他 34 30.9% 9 15.0% 25 50.0% 

計 110 100.0% 60 100.0% 50 100.0% 

注）問 11 は複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

  
12．国内設備投資（新規立地・進出）を行う場合、立地地域選定に際し重視する項目は（複数回答可、最大３つまで） 全産業 製造業 非製造業 

①交通アクセスの利便性 608 47.8% 268 47.2% 340 48.4% 
②地域資源（用地・労働力等） 503 39.6% 334 58.8% 169 24.0% 
③既往の拠点等との近接性 476 37.5% 256 45.1% 220 31.3% 
④当該地域における製品・サービス需要 526 41.4% 153 26.9% 373 53.1% 
⑤国・自治体からの充実した公的支援 194 15.3% 96 16.9% 98 13.9% 
⑥連携・協力可能な大学・研究機関 21 1.7% 11 1.9% 10 1.4% 
⑦支援サービス業の充実 54 4.2% 16 2.8% 38 5.4% 
⑧良質な住環境の存在 76 6.0% 11 1.9% 65 9.2% 
⑨その他 100 7.9% 50 8.8% 50 7.1% 

計 1,271 100.0% 568 100.0% 703 100.0% 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

Ⅴ．【財務活動の状況】 
（単位：社数） 

  
13．貴社における有利子負債圧縮のスタンスは 全産業 製造業 非製造業 

①今期も実施しており、来期以降も継続 1,002 58.3% 450 62.4% 552 55.3% 
②今期中に概ね適性水準に達し、来期以降は継続する必要はない 98 5.7% 42 5.8% 56 5.6% 
③既に適性水準に達しており、圧縮を行っていない 395 23.0% 154 21.4% 241 24.1% 
④その他 225 13.1% 75 10.4% 150 15.0% 

計 1,720 100.0% 721 100.0% 999 100.0% 

 
注）本問は問 13 で①を選択した 1,002 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 1,002 社より少ない。 

  
14．貴社の有利子負債が減少している要因について 全産業 製造業 非製造業 

①財務体質の改善が第一の目標のため、有利子負債の圧縮を優先し、投資を絞り込んでいる 658 67.0% 274 62.1% 384 71.0% 
②現在、望ましい投資は実施しているが、会社全体の収益力が高いので資金が余剰となり、結果的に有利子負債の返済に回っている 324 33.0% 167 37.9% 157 29.0% 

計 982 100.0% 441 100.0% 541 100.0% 
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（単位：社数） 
  

15．有利子負債が概ね適正水準に達した場合、それまで負債圧縮に向けていた資金をどこに振り向けますか？（既に達成している企業の場合は現在
の状況を選択） 

全産業 製造業 非製造業 

①国内設備投資の増加 582 37.0% 209 31.6% 373 40.9% 
②海外投資の増加（関係会社向け投融資、Ｍ＆Ａ含む） 127 8.1% 102 15.4% 25 2.7% 
③国内Ｍ＆Ａ 51 3.2% 22 3.3% 29 3.2% 
④配当増、自社株買い等の株主還元 180 11.5% 88 13.3% 92 10.1% 
⑤金融資産の増加 118 7.5% 33 5.0% 85 9.3% 
⑥一層の有利子負債圧縮 419 26.7% 171 25.9% 248 27.2% 
⑦その他 95 6.0% 36 5.4% 59 6.5% 

計 1,572 100.0% 661 100.0% 911 100.0% 

 
  

16．健全な財務体質として貴社が考えている自己資本比率は 全産業 製造業 非製造業 

①20％未満 37 2.1% 9 1.3% 28 2.8% 
②20％台 123 7.1% 45 6.3% 78 7.7% 
③30％台 227 13.2% 96 13.4% 131 13.0% 
④40％台 210 12.2% 104 14.5% 106 10.5% 
⑤50％台 230 13.3% 124 17.3% 106 10.5% 
⑥60％超 182 10.6% 89 12.4% 93 9.2% 
⑦特に定めていない 714 41.4% 249 34.8% 465 46.2% 

計 1,723 100.0% 716 100.0% 1,007 100.0% 

 

Ⅵ～Ⅷについては製造業のみ回答 

Ⅵ．【研究開発費のマネジメント】 
（単位：社数） 

  
17．研究開発費の予算管理について 製造業 素材型 加工・組立型 

①売上高に対する一定比率を目安にしている 215 31.4% 82 31.4% 133 32.6% 
②利益額の一定部分を目安にしている（利益水準に連動する） 57 8.3% 14 5.4% 43 10.5% 
③総枠について特に目安を設けていない（個別案件の精査のみ実施） 380 55.6% 151 57.9% 216 52.9% 
④その他 32 4.7% 14 5.4% 16 3.9% 

計 684 100.0% 261 100.0% 408 100.0% 

 
  

18．全社ベースの研究開発の効率性についてどのような指標で測定していますか？ 製造業 素材型 加工・組立型 

①利益と研究開発費の関係（例：直近５年間の営業利益／それ以前の５年間の研究開発費） 202 30.1% 74 28.9% 128 32.0% 
②特許等の件数と研究開発費（あるいは研究開発要員数）の関係（例：一人あたりの特許出願件数） 39 5.8% 17 6.6% 22 5.5% 
③ロイヤリティ収入と研究開発費の関係 6 0.9% 3 1.2% 3 0.8% 
④その他の定量的指標（具体的に） 32 4.8% 13 5.1% 19 4.8% 
⑤定量的には把握していない 392 58.4% 149 58.2% 228 57.0% 

計 671 100.0% 256 100.0% 400 100.0% 
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Ⅶ．【イノベーションの創出について】 
（単位：社数） 

  
19．貴社の製品ライフサイクル（市場に投入された製品の収益期間）は数年前と比べて 製造業 素材型 加工・組立型 

①短くなっている 309 44.7% 94 35.9% 214 51.3% 
②長くなっている 26 3.8% 6 2.3% 20 4.8% 
③ほぼ同じ 356 51.5% 162 61.8% 183 43.9% 

計 691 100.0% 262 100.0% 417 100.0% 

 
注）本問は問 19 で①を選択した 309 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 309 社より少ない。 

  
20．製品ライフサイクルが短縮化している理由は 製造業 素材型 加工・組立型 

①市場ニーズの多様化 187 60.9% 59 62.8% 127 59.9% 
②競争の激化（グローバル化に伴う競争プレーヤーの増加など） 116 37.8% 35 37.2% 81 38.2% 
③ＩＴの利用によるキャッチアップの容易化 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
④知的財産権の保護が不徹底（海外での不正コピーや模造品の影響） 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
⑤知的財産権は保護されているが、迂回されやすい特許に立脚しているため 1 0.3% 0 0.0% 1 0.5% 
⑥その他 3 1.0% 0 0.0% 3 1.4% 

計 307 100.0% 94 100.0% 212 100.0% 

 

＜国内大学＞ 
  

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（現状） 製造業 素材型 加工・組立型 

①積極的に活用 115 19.1% 50 21.9% 65 17.8% 
②限定的に活用 295 48.9% 117 51.3% 175 47.9% 
③殆ど活用しない 193 32.0% 61 26.8% 125 34.2% 

計 603 100.0% 228 100.0% 365 100.0% 

 
  

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（将来） 製造業 素材型 加工・組立型 

①積極的に活用 163 28.0% 71 32.3% 92 25.9% 
②限定的に活用 263 45.1% 99 45.0% 160 45.1% 
③殆ど活用しない 157 26.9% 50 22.7% 103 29.0% 

計 583 100.0% 220 100.0% 355 100.0% 

 

＜海外大学＞ 
  

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（現状） 製造業 素材型 加工・組立型 

①積極的に活用 16 2.9% 7 3.3% 9 2.7% 
②限定的に活用 90 16.1% 46 21.7% 44 13.1% 
③殆ど活用しない 453 81.0% 159 75.0% 284 84.3% 

計 559 100.0% 212 100.0% 337 100.0% 

 
  

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（将来） 製造業 素材型 加工・組立型 

①積極的に活用 37 6.9% 13 6.4% 24 7.3% 
②限定的に活用 119 22.2% 58 28.7% 61 18.7% 
③殆ど活用しない 381 70.9% 131 64.9% 242 74.0% 

計 537 100.0% 202 100.0% 327 100.0% 
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＜大学以外の公的研究機関＞ （単位：社数） 
  

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（現状） 製造業 素材型 加工・組立型 

①積極的に活用 70 12.3% 34 15.8% 35 10.1% 
②限定的に活用 229 40.1% 88 40.9% 140 40.5% 
③殆ど活用しない 272 47.6% 93 43.3% 171 49.4% 

計 571 100.0% 215 100.0% 346 100.0% 

 
  

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（将来） 製造業 素材型 加工・組立型 

①積極的に活用 106 19.1% 50 24.2% 55 16.2% 
②限定的に活用 235 42.4% 86 41.5% 148 43.7% 
③殆ど活用しない 213 38.4% 71 34.3% 136 40.1% 

計 554 100.0% 207 100.0% 339 100.0% 

 

＜企業＞ 
  

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（現状） 製造業 素材型 加工・組立型 

①積極的に活用 89 15.4% 46 20.6% 42 12.1% 
②限定的に活用 282 48.7% 107 48.0% 172 49.7% 
③殆ど活用しない 208 35.9% 70 31.4% 132 38.2% 

計 579 100.0% 223 100.0% 346 100.0% 

 
  

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（将来） 製造業 素材型 加工・組立型 

①積極的に活用 119 21.4% 56 26.2% 62 18.5% 
②限定的に活用 277 49.7% 99 46.3% 173 51.6% 
③殆ど活用しない 161 28.9% 59 27.6% 100 29.9% 

計 557 100.0% 214 100.0% 335 100.0% 

 

＜ベンチャー企業＞ 
  

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（現状） 製造業 素材型 加工・組立型 

①積極的に活用 17 3.1% 3 1.4% 14 4.2% 
②限定的に活用 119 21.5% 53 24.9% 66 20.0% 
③殆ど活用しない 417 75.4% 157 73.7% 250 75.8% 

計 553 100.0% 213 100.0% 330 100.0% 

 
  

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（将来） 製造業 素材型 加工・組立型 

①積極的に活用 33 6.2% 12 5.9% 21 6.5% 
②限定的に活用 163 30.4% 65 32.0% 97 29.8% 
③殆ど活用しない 340 63.4% 126 62.1% 207 63.7% 

計 536 100.0% 203 100.0% 325 100.0% 
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Ⅷ．【知財戦略について】 
（単位：社数） 

  
22．貴社の知的資産管理で今後積極的に行っていくものは（中核技術：複数回答可、最大２つまで） 製造業 素材型 加工・組立型 

①ライセンス料収入の拡大 132 23.1% 50 22.3% 81 24.0% 
②特許による囲い込み 394 68.9% 153 68.3% 238 70.6% 
③ブラックボックス化 74 12.9% 21 9.4% 52 15.4% 
④クロスライセンスの拡大 76 13.3% 31 13.8% 40 11.9% 
⑤外部特許の有効活用 114 19.9% 61 27.2% 50 14.8% 

計 572 100.0% 224 100.0% 337 100.0% 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

  
22．貴社の知的資産管理で今後積極的に行っていくものは（非中核技術：複数回答可、最大２つまで） 製造業 素材型 加工・組立型 

⑥売却ないしライセンスを行い収益化 147 27.8% 65 31.7% 80 25.4% 
⑦クロスライセンス玉として活用 111 21.0% 38 18.5% 69 21.9% 
⑧他企業とのアライアンスにより事業化 156 29.5% 62 30.2% 93 29.5% 
⑨権利防衛など将来のために保持 268 50.8% 101 49.3% 163 51.7% 

計 528 100.0% 205 100.0% 315 100.0% 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

  
23．貴社の他社とのライセンスによる収支は 製造業 素材型 加工・組立型 

①黒字 102 16.2% 50 20.1% 51 13.7% 
②赤字 119 18.9% 38 15.3% 79 21.3% 
③ほぼ均衡 117 18.6% 43 17.3% 73 19.7% 
④把握していない、あるいは、ライセンス契約がない 292 46.3% 118 47.4% 168 45.3% 

計 630 100.0% 249 100.0% 371 100.0% 

 
  

24．貴社の知的資産の価値についてどの程度把握されていますか？（１～４で１つ、５～８で最大２つ） 製造業 素材型 加工・組立型 

①一件一件管理 193 30.7% 65 26.3% 126 34.1% 
②事業単位で管理 69 11.0% 32 13.0% 33 8.9% 
③全社ベースで管理 227 36.1% 88 35.6% 133 36.0% 
④把握していない 139 22.1% 62 25.1% 77 20.9% 

計 628 100.0% 247 100.0% 369 100.0% 

⑤特許の維持管理費用を把握 399 77.3% 157 78.5% 235 76.1% 
⑥累積総費用（研究開発費及び特許維持管理費等）も管理 139 26.9% 51 25.5% 87 28.2% 
⑦ライセンス収入を管理 176 34.1% 71 35.5% 105 34.0% 
⑧将来にわたり生み出す事業キャッシュフローの現在価値も把握 12 2.3% 4 2.0% 8 2.6% 

計 516 100.0% 200 100.0% 309 100.0% 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
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２．設備投資行動等に関する意識調査・集計結果（製造業） 
 

Ⅰ．【設備投資の見通し】 
（単位：社数） 

              

１．貴社の今年度（国内）設備投資額は、年度当初計画と比べて 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①増額修正となる見通し 25.5% 23.8% 27.5% 23.0% 13.3% 12.0% 19.1% 8.7% 36.4% 30.8% 42.9% 30.4% 23.6% 25.9% 40.5% 20.8% 
②減額修正となる見通し 16.4% 16.8% 15.7% 16.4% 13.3% 32.0% 21.4% 26.1% 6.1% 12.8% 3.6% 16.3% 19.5% 11.1% 8.9% 16.9% 
③変更なし 58.1% 59.4% 56.9% 60.7% 73.3% 56.0% 59.5% 65.2% 57.6% 56.4% 53.6% 53.3% 56.9% 63.0% 50.6% 62.3% 

回答社数計 768 286 459 61 30 25 131 23 33 39 28 92 123 27 79 77 

 
              

２．貴社の来年度（国内）設備投資額は、今年度（見込）と比べ
て 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①増加する見通し 26.4% 26.3% 25.3% 19.6% 20.0% 30.4% 26.6% 52.4% 33.3% 25.0% 21.4% 32.6% 21.2% 29.2% 28.4% 23.0% 
②減少する見通し 23.8% 23.4% 23.2% 19.6% 26.7% 30.4% 22.7% 42.9% 27.3% 16.7% 21.4% 19.1% 23.7% 25.0% 25.7% 27.0% 
③概ね横ばい 49.7% 50.4% 51.5% 60.7% 53.3% 39.1% 50.8% 4.8% 39.4% 58.3% 57.1% 48.3% 55.1% 45.8% 45.9% 50.0% 

計 365 140 224 34 16 9 65 1 13 21 16 43 65 11 34 37 

 
注）本問は問１で①を選択した 392 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 392 社より少ない。 

              

３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 18.6% 17.2% 19.8% 9.1% 25.0% 0.0% 20.8% 0.0% 0.0% 18.2% 27.3% 12.5% 23.1% 80.0% 16.0% 20.0% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 66.9% 65.6% 68.9% 27.3% 50.0% 100.0% 54.2% 0.0% 75.0% 81.8% 63.6% 75.0% 88.5% 20.0% 84.0% 46.7% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 28.5% 29.7% 27.4% 27.3% 0.0% 0.0% 20.8% 50.0% 41.7% 63.6% 18.2% 37.5% 23.1% 20.0% 24.0% 26.7% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 3.5% 3.1% 2.8% 9.1% 0.0% 0.0% 8.3% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 13.3% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 3.5% 6.3% 0.9% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3% 50.0% 8.3% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 0.0% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影

響回避等） 
1.2% 1.6% 0.9% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.8% 0.0% 0.0% 0.0% 

⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価
手法の変更等） 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

⑧その他 14.5% 14.1% 15.1% 45.5% 25.0% 0.0% 16.7% 0.0% 8.3% 0.0% 27.3% 8.3% 3.8% 20.0% 12.0% 26.7% 

計 172 64 106 11 4 2 24 2 12 11 11 24 26 5 25 15 

 
注）本問は問１で②を選択した 318 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 318 社より少ない。 

              

３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 26.1% 19.6% 33.3% 33.3% 50.0% 12.5% 23.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 18.2% 40.0% 0.0% 16.7% 50.0% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 30.6% 30.4% 31.7% 22.2% 75.0% 12.5% 23.1% 20.0% 50.0% 40.0% 100.0% 18.2% 50.0% 50.0% 50.0% 8.3% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 10.8% 6.5% 13.3% 11.1% 0.0% 12.5% 3.8% 20.0% 50.0% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 50.0% 33.3% 25.0% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 3.6% 4.3% 3.3% 11.1% 0.0% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 36.9% 34.8% 38.3% 55.6% 25.0% 12.5% 42.3% 40.0% 50.0% 20.0% 100.0% 54.5% 25.0% 0.0% 16.7% 50.0% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影

響回避等） 
8.1% 10.9% 6.7% 0.0% 0.0% 25.0% 11.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 10.0% 0.0% 16.7% 8.3% 

⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価
手法の変更等） 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

⑧その他 20.7% 28.3% 13.3% 0.0% 0.0% 37.5% 26.9% 40.0% 0.0% 60.0% 0.0% 18.2% 15.0% 50.0% 16.7% 8.3% 

計 111 46 60 9 4 8 26 5 2 5 1 11 20 2 6 12 

注）その他の製造業：出版印刷、ゴム、金属製品、その他製造業 
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注）本問は問２で①を選択した 406 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 406 社より少ない。 （単位：社数） 
              

３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 25.0% 22.7% 29.2% 22.2% 40.0% 0.0% 24.2% 0.0% 20.0% 25.0% 25.0% 19.2% 47.8% 33.3% 15.8% 38.5% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 54.1% 53.0% 58.3% 22.2% 20.0% 66.7% 48.5% 20.0% 60.0% 50.0% 100.0% 61.5% 73.9% 33.3% 73.7% 38.5% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 25.6% 18.2% 30.2% 22.2% 0.0% 16.7% 18.2% 30.0% 40.0% 12.5% 0.0% 30.8% 13.0% 33.3% 47.4% 38.5% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 1.7% 3.0% 1.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 12.5% 0.0% 3.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 4.1% 6.1% 3.1% 11.1% 0.0% 0.0% 6.1% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 3.8% 4.3% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影

響回避等） 
2.9% 6.1% 1.0% 11.1% 20.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価
手法の変更等） 

1.2% 1.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.0% 10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

⑧その他 25.6% 24.2% 20.8% 33.3% 40.0% 33.3% 30.3% 80.0% 20.0% 0.0% 0.0% 23.1% 8.7% 50.0% 15.8% 23.1% 

計 172 66 96 9 5 6 33 10 10 8 4 26 23 6 19 13 

 
注）本問は問２で②を選択した 504 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 504 社より少ない。 

              

３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 12.8% 8.1% 17.2% 9.1% 0.0% 14.3% 10.3% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 20.0% 25.9% 0.0% 10.5% 18.8% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 23.2% 17.7% 28.0% 0.0% 28.6% 0.0% 6.9% 11.1% 57.1% 0.0% 50.0% 40.0% 37.0% 0.0% 31.6% 25.0% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 14.0% 16.1% 12.9% 18.2% 14.3% 0.0% 20.7% 11.1% 0.0% 16.7% 33.3% 13.3% 22.2% 0.0% 5.3% 6.3% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 0.6% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.7% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 17.7% 17.7% 16.1% 0.0% 14.3% 0.0% 13.8% 33.3% 42.9% 33.3% 16.7% 6.7% 11.1% 60.0% 10.5% 37.5% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影

響回避等） 
4.3% 6.5% 3.2% 9.1% 0.0% 14.3% 10.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.7% 0.0% 0.0% 0.0% 6.3% 

⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価
手法の変更等） 

1.2% 1.6% 1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 3.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 

⑧その他 45.7% 53.2% 38.7% 63.6% 71.4% 85.7% 51.7% 66.7% 28.6% 66.7% 16.7% 20.0% 29.6% 40.0% 52.6% 37.5% 

計 164 62 93 11 7 7 29 9 7 6 6 15 27 5 19 16 

注）問３は複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

Ⅱ．【設備投資の意思決定】 
（単位：社数） 

              

４．個別投資案件の意思決定に際して 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①原則として投資採算の定量的評価（収益率、回収期間等）が高
いものを優先 

61.4% 65.3% 57.6% 46.6% 67.9% 68.2% 59.5% 86.4% 63.6% 83.8% 64.3% 51.9% 65.6% 61.5% 66.7% 49.3% 

②投資採算の定量的評価以外の要因（数字に表せない定性的な要
因）もかなり加味 

38.6% 34.7% 42.4% 53.4% 32.1% 31.8% 40.5% 13.6% 36.4% 16.2% 35.7% 48.1% 34.4% 38.5% 33.3% 50.7% 

計 723 274 427 58 28 22 126 22 33 37 28 77 122 26 69 75 
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（単位：社数） 
              

５．重要視している定量的評価の手法 
（複数回答可、最大２つまで） 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①投資回収年数 74.9% 71.6% 77.2% 79.6% 70.4% 71.4% 67.2% 72.7% 87.9% 78.4% 64.3% 76.7% 76.5% 78.3% 79.4% 74.6% 
②内部利益率（ＩＲＲ） 25.1% 28.7% 21.8% 25.9% 22.2% 23.8% 32.0% 40.9% 18.2% 29.7% 35.7% 19.2% 19.1% 30.4% 19.0% 25.4% 
③正味現在価値（ＮＰＶ） 12.9% 13.4% 11.3% 7.4% 18.5% 9.5% 15.6% 36.4% 6.1% 8.1% 17.9% 12.3% 13.9% 4.3% 11.1% 11.3% 
④投下資本利益率（ＲＯＩ） 37.4% 39.9% 36.8% 35.2% 37.0% 57.1% 37.7% 18.2% 42.4% 35.1% 42.9% 30.1% 42.6% 26.1% 41.3% 35.2% 
⑤その他 2.2% 2.6% 2.0% 1.9% 0.0% 0.0% 4.1% 0.0% 3.0% 2.7% 0.0% 1.4% 1.7% 0.0% 4.8% 1.4% 

計 689 268 399 54 27 21 122 22 33 37 28 73 115 23 63 71 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

Ⅲ．【設備の除却とビンテージ（設備年齢）】 
（単位：社数） 

              
６．直近２～３年の設備の除却（売却を含める）に対するスタン

スは、それ以前と比べて 
製造業 素材型

加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①積極的に進めている 22.1% 24.8% 20.6% 23.7% 25.0% 13.6% 20.0% 18.2% 27.3% 41.0% 29.6% 20.0% 21.0% 22.2% 17.4% 20.8% 
②ほぼ同じペースで進めている 72.5% 69.3% 74.8% 72.9% 60.7% 86.4% 74.4% 68.2% 57.6% 59.0% 70.4% 76.3% 71.8% 70.4% 81.2% 75.3% 
③消極的である 5.3% 5.8% 4.6% 3.4% 14.3% 0.0% 5.6% 13.6% 15.2% 0.0% 0.0% 3.8% 7.3% 7.4% 1.4% 3.9% 

計 732 274 436 59 28 22 125 22 33 39 27 80 124 27 69 77 

 
注）本問は問６で①を選択した 336 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 336 社より少ない。 

              
７．設備の除却（売却を含める）を積極的に進めている要因は 
（複数回答可、最大２つまで） 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①既存設備の更新を積極化しているため、古い（老朽化した）資
産を処分する必要が生じた 

50.6% 33.3% 64.4% 78.6% 28.6% 33.3% 32.0% 25.0% 33.3% 35.7% 37.5% 75.0% 53.8% 66.7% 75.0% 50.0% 

②業績が改善しているため、特別損失を計上するだけの余裕が出来た 21.3% 22.7% 18.9% 14.3% 14.3% 0.0% 16.0% 50.0% 11.1% 50.0% 25.0% 18.8% 11.5% 83.3% 16.7% 12.5% 
③当該事業への需要が減少し、設備過剰感が拡大した 15.6% 18.2% 14.4% 7.1% 57.1% 0.0% 8.0% 0.0% 33.3% 0.0% 37.5% 6.3% 19.2% 16.7% 25.0% 12.5% 
④事業の選択と集中を進めているため、撤退する事業の設備が不

要となった 
35.6% 48.5% 27.8% 21.4% 28.6% 33.3% 56.0% 0.0% 44.4% 57.1% 37.5% 31.3% 38.5% 0.0% 16.7% 31.3% 

⑤合併等で設備の重複感が生じた 10.6% 10.6% 11.1% 7.1% 0.0% 66.7% 4.0% 0.0% 11.1% 14.3% 12.5% 18.8% 11.5% 0.0% 0.0% 18.8% 
⑥資産流動化の一環（ＳＰＣへの売却、リースバック等） 6.9% 4.5% 8.9% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 0.0% 11.1% 7.1% 0.0% 6.3% 11.5% 16.7% 8.3% 12.5% 
⑦中古資産売却市場が整ってきた 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑧その他 5.6% 6.1% 3.3% 0.0% 14.3% 0.0% 8.0% 50.0% 0.0% 0.0% 12.5% 0.0% 7.7% 0.0% 8.3% 0.0% 

計 160 66 90 14 7 3 25 4 9 14 8 16 26 6 12 16 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

              

８．貴社の国内主力設備の設備年齢（経過年数）はこの１年間で 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①高齢化している 28.5% 32.1% 24.8% 31.7% 39.3% 22.7% 31.5% 56.5% 45.5% 35.9% 14.3% 27.5% 18.5% 18.5% 22.1% 31.2% 
②あまり変わらない 60.3% 58.5% 62.4% 60.0% 53.6% 77.3% 55.1% 43.5% 42.4% 61.5% 78.6% 66.3% 65.3% 66.7% 57.4% 58.4% 
③若返っている 11.1% 9.4% 12.8% 8.3% 7.1% 0.0% 13.4% 0.0% 12.1% 2.6% 7.1% 6.3% 16.1% 14.8% 20.6% 10.4% 

計 736 277 436 60 28 22 127 23 33 39 28 80 124 27 68 77 
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（単位：社数） 
              

９．投資に伴う諸コスト、投資を絞り込むデメリット等を考慮す
ると、国内主力設備の設備年齢は 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①今後若返りを図る予定 23.8% 24.8% 23.9% 27.1% 28.6% 22.7% 23.0% 8.7% 21.9% 34.2% 21.4% 27.5% 17.2% 14.8% 26.5% 29.3% 
②現在の水準で適当 57.0% 53.3% 60.3% 54.2% 60.7% 63.6% 51.6% 39.1% 46.9% 39.5% 71.4% 58.8% 69.7% 74.1% 55.9% 50.7% 
③多少高齢化してもやむを得ない 19.2% 21.9% 15.8% 18.6% 10.7% 13.6% 25.4% 52.2% 31.3% 26.3% 7.1% 13.8% 13.1% 11.1% 17.6% 20.0% 

計 728 274 431 59 28 22 126 23 32 38 28 80 122 27 68 75 

 

Ⅳ．【海外での設備投資と国内での設備投資の関係】 
（単位：社数） 

              
10．中期的（概ね３年後）な海外の設備投資（連結ベース）は現

状と比べて 
製造業 素材型

加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①増加 50.0% 46.5% 52.2% 30.4% 55.6% 25.0% 48.6% 25.0% 43.8% 37.5% 44.4% 42.4% 55.0% 37.5% 67.3% 66.7% 
②横ばい 45.9% 47.9% 44.4% 60.9% 44.4% 75.0% 44.3% 75.0% 50.0% 62.5% 44.4% 52.5% 43.8% 54.2% 30.6% 33.3% 
③減少 4.1% 5.6% 3.4% 8.7% 0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 6.3% 0.0% 11.1% 5.1% 1.3% 8.3% 2.0% 0.0% 

計 414 142 268 23 18 4 70 4 16 16 18 59 80 24 49 33 

 
              

10．中期的（概ね３年後）な国内の設備投資（連結ベース）は現
状と比べて 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①増加 22.1% 22.4% 21.1% 25.9% 14.8% 21.1% 21.1% 40.0% 21.9% 35.3% 21.4% 20.5% 21.6% 19.2% 28.4% 11.3% 
②横ばい 65.0% 66.5% 65.4% 68.5% 77.8% 73.7% 64.2% 26.7% 68.8% 61.8% 64.3% 69.9% 70.3% 65.4% 55.2% 60.6% 
③減少 12.9% 11.0% 13.4% 5.6% 7.4% 5.3% 14.6% 33.3% 9.4% 2.9% 14.3% 9.6% 8.1% 15.4% 16.4% 28.2% 

計 680 263 402 54 27 19 123 15 32 34 28 73 111 26 67 71 

 
              

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答
可、各地域ごとに最大２つまで）【北米】 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 56.8% 65.5% 53.2% 50.0% 100.0% 0.0% 59.3% 50.0% 55.6% 60.0% 87.5% 28.6% 44.4% 45.5% 84.8% 62.5% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 6.6% 9.1% 5.6% 10.0% 0.0% 0.0% 3.7% 0.0% 33.3% 0.0% 12.5% 3.6% 5.6% 9.1% 3.0% 12.5% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 5.5% 5.5% 5.6% 30.0% 0.0% 100.0% 7.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3% 9.1% 0.0% 0.0% 
④研究開発拠点の新増設 8.7% 9.1% 8.7% 10.0% 0.0% 0.0% 18.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.6% 11.1% 18.2% 6.1% 12.5% 
⑤販売拠点整備 29.0% 16.4% 34.9% 20.0% 0.0% 0.0% 22.2% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 46.4% 50.0% 45.5% 9.1% 37.5% 
⑥その他 10.4% 10.9% 9.5% 10.0% 0.0% 0.0% 11.1% 50.0% 0.0% 40.0% 12.5% 25.0% 2.8% 9.1% 6.1% 0.0% 

計 183 55 126 10 5 1 27 2 9 5 8 28 36 11 33 8 

 
              

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答
可、各地域ごとに最大２つまで）【欧州】 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 50.0% 73.5% 43.0% 66.7% 50.0% 0.0% 75.0% 0.0% 50.0% 100.0% 100.0% 30.8% 32.4% 30.0% 68.0% 50.0% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 7.7% 11.8% 6.5% 0.0% 0.0% 0.0% 5.0% 0.0% 33.3% 100.0% 0.0% 3.8% 8.8% 0.0% 8.0% 16.7% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 1.4% 0.0% 1.9% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 10.0% 0.0% 0.0% 
④研究開発拠点の新増設 7.7% 2.9% 9.3% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.8% 8.8% 10.0% 20.0% 0.0% 
⑤販売拠点整備 40.8% 26.5% 45.8% 16.7% 100.0% 0.0% 25.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 50.0% 61.8% 60.0% 20.0% 50.0% 
⑥その他 9.2% 5.9% 9.3% 0.0% 0.0% 0.0% 10.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 26.9% 0.0% 10.0% 8.0% 0.0% 

計 142 34 107 6 2 0 20 1 6 1 5 26 34 10 25 6 
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（単位：社数） 
              

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答
可、各地域ごとに最大２つまで）【中国】 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 70.1% 78.3% 66.7% 73.7% 46.2% 75.0% 82.1% 66.7% 90.0% 69.2% 100.0% 59.6% 58.2% 55.6% 90.2% 66.7% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 24.4% 22.8% 25.5% 15.8% 38.5% 0.0% 25.6% 0.0% 40.0% 7.7% 7.7% 17.0% 40.3% 33.3% 12.2% 25.0% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 30.9% 22.8% 33.8% 52.6% 61.5% 0.0% 10.3% 66.7% 20.0% 23.1% 30.8% 23.4% 44.8% 27.8% 17.1% 41.7% 
④研究開発拠点の新増設 1.9% 0.0% 2.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.3% 4.5% 0.0% 2.4% 0.0% 
⑤販売拠点整備 17.0% 15.2% 17.6% 5.3% 7.7% 50.0% 17.9% 33.3% 10.0% 7.7% 15.4% 27.7% 11.9% 22.2% 17.1% 20.8% 
⑥その他 3.2% 3.3% 3.2% 0.0% 0.0% 0.0% 5.1% 0.0% 0.0% 7.7% 0.0% 12.8% 0.0% 0.0% 2.4% 0.0% 

計 311 92 216 19 13 4 39 3 10 13 13 47 67 18 41 24 

 
              

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答
可、各地域ごとに最大２つまで）【中国以外のアジア】 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 53.9% 71.2% 47.8% 42.9% 42.9% 100.0% 68.0% 33.3% 72.7% 60.0% 100.0% 21.2% 42.0% 33.3% 85.7% 50.0% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 39.3% 33.9% 40.8% 28.6% 71.4% 0.0% 20.0% 66.7% 54.5% 20.0% 33.3% 27.3% 50.0% 50.0% 34.3% 50.0% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 22.4% 15.3% 24.8% 42.9% 42.9% 0.0% 4.0% 33.3% 18.2% 20.0% 22.2% 18.2% 34.0% 16.7% 8.6% 40.0% 
④研究開発拠点の新増設 0.5% 0.0% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑤販売拠点整備 18.7% 16.9% 19.1% 14.3% 14.3% 0.0% 28.0% 33.3% 9.1% 20.0% 0.0% 39.4% 16.0% 25.0% 11.4% 5.0% 
⑥その他 5.9% 6.8% 5.7% 0.0% 0.0% 0.0% 12.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 18.2% 2.0% 8.3% 2.9% 0.0% 

計 308 85 218 9 12 2 33 5 17 7 14 42 72 16 50 29 

 
              

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答
可、各地域ごとに最大２つまで）【その他地域】 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 38.3% 66.7% 34.0% 0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 75.0% 0.0% 33.3% 14.3% 28.6% 40.0% 72.7% 33.3% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 16.7% 22.2% 16.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 33.3% 7.1% 28.6% 20.0% 0.0% 33.3% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 5.0% 11.1% 4.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 
④研究開発拠点の新増設 1.7% 0.0% 2.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑤販売拠点整備 36.7% 11.1% 42.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 60.0% 18.2% 66.7% 
⑥その他 15.0% 11.1% 14.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 33.3% 35.7% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 

計 60 9 50 3 1 0 1 1 4 0 3 14 14 5 11 3 

注）問 11 は複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

              
12．国内設備投資（新規立地・進出）を行う場合、立地地域選定

に際し重視する項目は（複数回答可、最大３つまで） 
製造業 素材型

加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①交通アクセスの利便性 47.2% 40.8% 51.1% 62.5% 50.0% 26.7% 37.9% 37.5% 37.9% 50.0% 52.9% 48.3% 48.1% 48.0% 50.0% 52.5% 
②地域資源（用地・労働力等） 58.8% 58.3% 59.6% 68.8% 45.5% 60.0% 59.2% 37.5% 58.6% 50.0% 76.5% 51.7% 59.4% 72.0% 61.1% 54.1% 
③既往の拠点等との近接性 45.1% 45.6% 44.9% 29.2% 40.9% 46.7% 44.7% 37.5% 48.3% 40.0% 58.8% 55.0% 52.8% 36.0% 42.6% 39.3% 
④当該地域における製品・サービス需要 26.9% 30.1% 24.9% 37.5% 31.8% 60.0% 23.3% 37.5% 44.8% 30.0% 17.6% 20.0% 20.8% 16.0% 24.1% 31.1% 
⑤国・自治体からの充実した公的支援 16.9% 16.0% 17.2% 14.6% 9.1% 26.7% 16.5% 25.0% 17.2% 5.0% 23.5% 11.7% 25.5% 20.0% 14.8% 11.5% 
⑥連携・協力可能な大学・研究機関 1.9% 1.0% 2.5% 2.1% 0.0% 0.0% 1.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 5.0% 4.7% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑦支援サービス業の充実 2.8% 2.4% 3.1% 6.3% 0.0% 0.0% 3.9% 0.0% 0.0% 5.0% 0.0% 3.3% 3.8% 0.0% 3.7% 0.0% 
⑧良質な住環境の存在 1.9% 3.9% 0.8% 0.0% 4.5% 0.0% 2.9% 0.0% 10.3% 5.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.0% 1.9% 0.0% 
⑨その他 8.8% 8.7% 8.5% 8.3% 9.1% 13.3% 10.7% 25.0% 0.0% 10.0% 5.9% 11.7% 5.7% 4.0% 11.1% 9.8% 

計 568 206 354 48 22 15 103 8 29 20 17 60 106 25 54 61 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
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Ⅴ．【財務活動の状況】 
（単位：社数） 

              

13．貴社における有利子負債圧縮のスタンスは 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①今期も実施しており、来期以降も継続 62.4% 68.2% 59.2% 57.6% 63.0% 86.4% 58.3% 52.2% 78.1% 82.1% 74.1% 71.8% 59.2% 52.0% 55.1% 53.4% 
②今期中に概ね適性水準に達し、来期以降は継続する必要はない 5.8% 5.1% 5.9% 3.4% 3.7% 4.5% 6.3% 13.0% 6.3% 0.0% 7.4% 2.6% 3.3% 12.0% 5.8% 13.7% 
③既に適性水準に達しており、圧縮を行っていない 21.4% 16.4% 24.5% 28.8% 14.8% 4.5% 23.6% 21.7% 12.5% 10.3% 7.4% 17.9% 27.5% 28.0% 27.5% 19.2% 
④その他 10.4% 10.2% 10.4% 10.2% 18.5% 4.5% 11.8% 13.0% 3.1% 7.7% 11.1% 7.7% 10.0% 8.0% 11.6% 13.7% 

計 721 274 424 59 27 22 127 23 32 39 27 78 120 25 69 73 

 
注）本問は問 13 で①を選択した 1,002 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 1,002 社より少ない。 

              

14．貴社の有利子負債が減少している要因について 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①財務体質の改善が第一の目標のため、有利子負債の圧縮を優先
し、投資を絞り込んでいる 

62.1% 62.0% 61.3% 50.0% 64.7% 73.7% 55.4% 81.8% 64.0% 62.5% 70.0% 78.2% 62.3% 46.2% 51.4% 59.5% 

②現在、望ましい投資は実施しているが、会社全体の収益力が高
いので資金が余剰となり、結果的に有利子負債の返済に回って
いる 

37.9% 38.0% 38.7% 50.0% 35.3% 26.3% 44.6% 18.2% 36.0% 37.5% 30.0% 21.8% 37.7% 53.8% 48.6% 40.5% 

計 441 187 243 32 17 19 74 11 25 32 20 55 69 13 37 37 

 
              

15．有利子負債が概ね適正水準に達した場合、それまで負債圧縮
に向けていた資金をどこに振り向けますか？（既に達成してい
る企業の場合は現在の状況を選択） 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①国内設備投資の増加 31.6% 33.6% 30.0% 37.0% 40.0% 33.3% 31.1% 38.1% 31.0% 37.5% 37.5% 29.2% 26.5% 16.7% 31.1% 34.8% 
②海外投資の増加（関係会社向け投融資、Ｍ＆Ａ含む） 15.4% 14.0% 16.7% 11.1% 24.0% 4.8% 13.4% 9.5% 13.8% 12.5% 16.7% 15.3% 17.7% 16.7% 24.6% 13.6% 
③国内Ｍ＆Ａ 3.3% 4.0% 3.1% 7.4% 0.0% 0.0% 7.6% 0.0% 0.0% 0.0% 4.2% 1.4% 3.5% 8.3% 0.0% 1.5% 
④配当増、自社株買い等の株主還元 13.3% 13.6% 12.6% 16.7% 16.0% 4.8% 20.2% 23.8% 6.9% 6.3% 4.2% 9.7% 14.2% 20.8% 4.9% 13.6% 
⑤金融資産の増加 5.0% 2.4% 6.9% 11.1% 0.0% 4.8% 2.5% 0.0% 3.4% 0.0% 4.2% 8.3% 6.2% 8.3% 3.3% 6.1% 
⑥一層の有利子負債圧縮 25.9% 28.0% 24.6% 16.7% 16.0% 52.4% 21.0% 23.8% 41.4% 34.4% 29.2% 29.2% 26.5% 20.8% 23.0% 25.8% 
⑦その他 5.4% 4.4% 6.2% 0.0% 4.0% 0.0% 4.2% 4.8% 3.4% 9.4% 4.2% 6.9% 5.3% 8.3% 13.1% 4.5% 

計 661 250 390 54 25 21 119 21 29 32 24 72 113 24 61 66 

 
              

16．健全な財務体質として貴社が考えている自己資本比率は 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①20％未満 1.3% 1.8% 1.0% 0.0% 0.0% 4.5% 2.4% 0.0% 0.0% 2.7% 0.0% 0.0% 2.5% 4.0% 0.0% 0.0% 
②20％台 6.3% 4.8% 6.7% 5.2% 7.1% 0.0% 6.3% 17.4% 3.1% 5.4% 0.0% 6.5% 7.4% 12.0% 5.9% 5.6% 
③30％台 13.4% 13.6% 13.8% 13.8% 17.9% 27.3% 10.3% 4.3% 6.3% 16.2% 18.5% 15.6% 10.7% 4.0% 19.1% 15.5% 
④40％台 14.5% 17.3% 13.1% 12.1% 17.9% 18.2% 15.9% 8.7% 18.8% 13.5% 25.9% 15.6% 14.8% 4.0% 16.2% 8.5% 
⑤50％台 17.3% 15.4% 18.8% 12.1% 21.4% 13.6% 14.3% 13.0% 15.6% 21.6% 7.4% 22.1% 20.5% 8.0% 19.1% 21.1% 
⑥60％超 12.4% 12.1% 13.1% 10.3% 7.1% 18.2% 15.1% 4.3% 12.5% 8.1% 3.7% 13.0% 12.3% 24.0% 5.9% 19.7% 
⑦特に定めていない 34.8% 34.9% 33.7% 46.6% 28.6% 18.2% 35.7% 52.2% 43.8% 32.4% 44.4% 27.3% 32.0% 44.0% 33.8% 29.6% 

計 716 272 421 58 28 22 126 23 32 37 27 77 122 25 68 71 
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Ⅵ～Ⅷについては製造業のみ回答 

Ⅵ．【研究開発費のマネジメント】 
（単位：社数） 

              

17．研究開発費の予算管理について 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①売上高に対する一定比率を目安にしている 31.4% 31.4% 32.6% 11.8% 24.0% 28.6% 39.5% 0.0% 26.7% 13.9% 32.0% 36.8% 41.9% 42.3% 32.4% 24.3% 
②利益額の一定部分を目安にしている（利益水準に連動する） 8.3% 5.4% 10.5% 7.8% 12.0% 4.8% 4.0% 0.0% 10.0% 0.0% 8.0% 10.5% 13.7% 11.5% 7.4% 10.0% 
③総枠について特に目安を設けていない（個別案件の精査のみ実施） 55.6% 57.9% 52.9% 74.5% 56.0% 66.7% 50.0% 86.7% 63.3% 77.8% 56.0% 50.0% 38.5% 46.2% 57.4% 62.9% 
④その他 4.7% 5.4% 3.9% 5.9% 8.0% 0.0% 6.5% 13.3% 0.0% 8.3% 4.0% 2.6% 6.0% 0.0% 2.9% 2.9% 

計 684 261 408 51 25 21 124 15 30 36 25 76 117 26 68 70 

 
              

18．全社ベースの研究開発の効率性についてどのような指標で測
定していますか？ 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①利益と研究開発費の関係 
（例：直近５年間の営業利益／それ以前の５年間の研究開発費）

30.1% 28.9% 32.0% 27.5% 33.3% 28.6% 32.2% 0.0% 26.7% 14.3% 32.0% 25.7% 46.6% 19.2% 28.8% 25.4% 

②特許等の件数と研究開発費（あるいは研究開発要員数）の関係
（例：一人あたりの特許出願件数） 

5.8% 6.6% 5.5% 3.9% 8.3% 0.0% 5.8% 0.0% 6.7% 8.6% 12.0% 4.1% 4.3% 7.7% 12.1% 3.0% 

③ロイヤリティ収入と研究開発費の関係 0.9% 1.2% 0.8% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 4.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
④その他の定量的指標（具体的に） 4.8% 5.1% 4.8% 2.0% 0.0% 9.5% 5.0% 0.0% 0.0% 5.7% 12.0% 2.7% 5.2% 7.7% 4.5% 7.5% 
⑤定量的には把握していない 58.4% 58.2% 57.0% 66.7% 58.3% 61.9% 55.4% 100.0% 66.7% 71.4% 40.0% 63.5% 44.0% 65.4% 54.5% 64.2% 

計 671 256 400 51 24 21 121 15 30 35 25 74 116 26 66 67 

 

Ⅶ．【イノベーションの創出について】 
（単位：社数） 

              
19．貴社の製品ライフサイクル（市場に投入された製品の収益期

間）は数年前と比べて 
製造業 素材型

加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①短くなっている 44.7% 35.9% 51.3% 66.7% 54.2% 28.6% 39.0% 8.3% 38.7% 19.4% 29.6% 35.1% 65.5% 44.4% 36.4% 49.3% 
②長くなっている 3.8% 2.3% 4.8% 1.8% 0.0% 0.0% 3.3% 0.0% 6.5% 0.0% 0.0% 10.4% 1.7% 11.1% 4.5% 4.2% 
③ほぼ同じ 51.5% 61.8% 43.9% 31.6% 45.8% 71.4% 57.7% 91.7% 54.8% 80.6% 70.4% 54.5% 32.8% 44.4% 59.1% 46.5% 

計 691 262 417 57 24 21 123 12 31 36 27 77 119 27 66 71 

 
注）本問は問 19 で①を選択した 309 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 309 社より少ない。 

              

20．製品ライフサイクルが短縮化している理由は 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①市場ニーズの多様化 60.9% 62.8% 59.9% 76.3% 61.5% 100.0% 50.0% 100.0% 91.7% 85.7% 50.0% 61.5% 48.7% 66.7% 62.5% 61.8% 
②競争の激化（グローバル化に伴う競争プレーヤーの増加など） 37.8% 37.2% 38.2% 23.7% 38.5% 0.0% 50.0% 0.0% 8.3% 14.3% 50.0% 38.5% 48.7% 33.3% 33.3% 35.3% 
③ＩＴの利用によるキャッチアップの容易化 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
④知的財産権の保護が不徹底（海外での不正コピーや模造品の影響） 0 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑤知的財産権は保護されているが、迂回されやすい特許に立脚し

ているため 
0.3% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0% 

⑥その他 1.0% 0.0% 1.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.3% 0.0% 4.2% 2.9% 

計 307 94 212 38 13 6 48 1 12 7 8 26 78 12 24 34 
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＜国内大学＞ （単位：社数） 
              

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（現状）製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①積極的に活用 19.1% 21.9% 17.8% 17.6% 27.3% 5.3% 26.4% 0.0% 21.4% 13.3% 21.7% 10.4% 19.8% 44.0% 10.5% 18.6% 
②限定的に活用 48.9% 51.3% 47.9% 51.0% 40.9% 15.8% 50.9% 30.0% 71.4% 60.0% 56.5% 55.2% 47.2% 28.0% 56.1% 39.0% 
③殆ど活用しない 32.0% 26.8% 34.2% 31.4% 31.8% 78.9% 22.6% 70.0% 7.1% 26.7% 21.7% 34.3% 33.0% 28.0% 33.3% 42.4% 

計 603 228 365 51 22 19 106 10 28 30 23 67 106 25 57 59 

 
              

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（将来）製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①積極的に活用 28.0% 32.3% 25.9% 31.4% 36.8% 10.5% 36.8% 0.0% 37.0% 28.6% 23.8% 20.0% 26.2% 56.0% 20.0% 19.6% 
②限定的に活用 45.1% 45.0% 45.1% 43.1% 42.1% 21.1% 41.5% 50.0% 55.6% 53.6% 61.9% 53.8% 43.7% 24.0% 50.9% 42.9% 
③殆ど活用しない 26.9% 22.7% 29.0% 25.5% 21.1% 68.4% 21.7% 50.0% 7.4% 17.9% 14.3% 26.2% 30.1% 20.0% 29.1% 37.5% 

計 583 220 355 51 19 19 106 8 27 28 21 65 103 25 55 56 

 

＜海外大学＞ 
              

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（現状）製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①積極的に活用 2.9% 3.3% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0% 7.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 3.9% 16.0% 0.0% 0.0% 
②限定的に活用 16.1% 21.7% 13.1% 8.9% 0.0% 0.0% 33.0% 0.0% 21.7% 14.3% 19.0% 10.3% 14.7% 24.0% 15.7% 8.9% 
③殆ど活用しない 81.0% 75.0% 84.3% 91.1% 100.0% 100.0% 60.0% 100.0% 78.3% 85.7% 81.0% 87.9% 81.4% 60.0% 84.3% 91.1% 

計 559 212 337 45 21 19 100 10 23 28 21 58 102 25 51 56 

 
              

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（将来）製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①積極的に活用 6.9% 6.4% 7.3% 9.1% 0.0% 0.0% 11.1% 0.0% 0.0% 3.8% 5.6% 5.2% 9.1% 20.0% 6.3% 0.0% 
②限定的に活用 22.2% 28.7% 18.7% 9.1% 11.1% 5.3% 39.4% 0.0% 31.8% 19.2% 22.2% 24.1% 19.2% 28.0% 18.8% 15.1% 
③殆ど活用しない 70.9% 64.9% 74.0% 81.8% 88.9% 94.7% 49.5% 100.0% 68.2% 76.9% 72.2% 70.7% 71.7% 52.0% 75.0% 84.9% 

計 537 202 327 44 18 19 99 8 22 26 18 58 99 25 48 53 

 

＜大学以外の公的研究機関＞ 
              

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（現状）製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①積極的に活用 12.3% 15.8% 10.1% 6.4% 28.6% 5.3% 16.8% 10.0% 20.0% 10.7% 9.5% 6.7% 11.5% 40.0% 0.0% 10.7% 
②限定的に活用 40.1% 40.9% 40.5% 48.9% 23.8% 21.1% 45.5% 10.0% 56.0% 39.3% 38.1% 38.3% 38.5% 24.0% 48.1% 39.3% 
③殆ど活用しない 47.6% 43.3% 49.4% 44.7% 47.6% 73.7% 37.6% 80.0% 24.0% 50.0% 52.4% 55.0% 50.0% 36.0% 51.9% 50.0% 

計 571 215 346 47 21 19 101 10 25 28 21 60 104 25 54 56 

 
              

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（将来）製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①積極的に活用 19.1% 24.2% 16.2% 19.6% 33.3% 15.8% 26.0% 12.5% 36.0% 19.2% 5.3% 11.7% 17.6% 44.0% 5.7% 13.2% 
②限定的に活用 42.4% 41.5% 43.7% 45.7% 33.3% 15.8% 42.0% 12.5% 52.0% 46.2% 52.6% 40.0% 41.2% 24.0% 56.6% 47.2% 
③殆ど活用しない 38.4% 34.3% 40.1% 34.8% 33.3% 68.4% 32.0% 75.0% 12.0% 34.6% 42.1% 48.3% 41.2% 32.0% 37.7% 39.6% 

計 554 207 339 46 18 19 100 8 25 26 19 60 102 25 53 53 
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＜企業＞ （単位：社数） 
              

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（現状）製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①積極的に活用 15.4% 20.6% 12.1% 11.4% 18.2% 10.5% 20.6% 10.0% 24.0% 28.6% 18.2% 6.3% 15.7% 24.0% 12.5% 7.1% 
②限定的に活用 48.7% 48.0% 49.7% 54.5% 40.9% 31.6% 52.3% 30.0% 64.0% 35.7% 45.5% 52.4% 47.1% 36.0% 50.0% 53.6% 
③殆ど活用しない 35.9% 31.4% 38.2% 34.1% 40.9% 57.9% 27.1% 60.0% 12.0% 35.7% 36.4% 41.3% 37.3% 40.0% 37.5% 39.3% 

計 579 223 346 44 22 19 107 10 25 28 22 63 102 25 56 56 

 
              

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（将来）製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①積極的に活用 21.4% 26.2% 18.5% 22.7% 21.1% 15.8% 27.6% 12.5% 29.2% 30.8% 23.8% 15.0% 23.0% 28.0% 16.7% 7.7% 
②限定的に活用 49.7% 46.3% 51.6% 50.0% 47.4% 42.1% 46.7% 62.5% 62.5% 38.5% 38.1% 50.0% 50.0% 32.0% 55.6% 63.5% 
③殆ど活用しない 28.9% 27.6% 29.9% 27.3% 31.6% 42.1% 25.7% 25.0% 8.3% 30.8% 38.1% 35.0% 27.0% 40.0% 27.8% 28.8% 

計 557 214 335 44 19 19 105 8 24 26 21 60 100 25 54 52 

 

＜ベンチャー企業＞ 
              

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（現状）製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①積極的に活用 3.1% 1.4% 4.2% 7.0% 0.0% 0.0% 1.0% 0.0% 4.3% 0.0% 4.3% 5.4% 4.9% 8.3% 0.0% 1.9% 
②限定的に活用 21.5% 24.9% 20.0% 20.9% 19.0% 10.5% 36.4% 0.0% 21.7% 10.7% 13.0% 12.5% 26.2% 16.7% 18.0% 18.5% 
③殆ど活用しない 75.4% 73.7% 75.8% 72.1% 81.0% 89.5% 62.6% 100.0% 73.9% 89.3% 82.6% 82.1% 68.9% 75.0% 82.0% 79.6% 

計 553 213 330 43 21 19 99 10 23 28 23 56 103 24 50 54 

 
              

21．新事業育成過程における外部資源の活用状況について（将来）製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①積極的に活用 6.2% 5.9% 6.5% 9.1% 5.6% 0.0% 8.2% 0.0% 9.1% 0.0% 5.0% 7.1% 7.9% 16.0% 0.0% 1.9% 
②限定的に活用 30.4% 32.0% 29.8% 36.4% 27.8% 15.8% 40.8% 12.5% 36.4% 15.4% 25.0% 17.9% 36.6% 20.0% 31.9% 26.9% 
③殆ど活用しない 63.4% 62.1% 63.7% 54.5% 66.7% 84.2% 51.0% 87.5% 54.5% 84.6% 70.0% 75.0% 55.4% 64.0% 68.1% 71.2% 

計 536 203 325 44 18 19 98 8 22 26 20 56 101 25 47 52 
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Ⅷ．【知財戦略について】 
（単位：社数） 

              
22．貴社の知的資産管理で今後積極的に行っていくものは 
（中核技術：複数回答可、最大２つまで） 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①ライセンス料収入の拡大 23.1% 22.3% 24.0% 10.3% 27.3% 14.3% 24.5% 9.1% 19.2% 19.4% 22.7% 20.0% 28.0% 21.7% 38.5% 17.6% 
②特許による囲い込み 68.9% 68.3% 70.6% 71.8% 68.2% 61.9% 64.7% 27.3% 69.2% 77.4% 77.3% 80.0% 58.9% 73.9% 73.1% 78.4% 
③ブラックボックス化 12.9% 9.4% 15.4% 17.9% 13.6% 4.8% 7.8% 9.1% 7.7% 6.5% 22.7% 12.3% 27.1% 13.0% 1.9% 7.8% 
④クロスライセンスの拡大 13.3% 13.8% 11.9% 5.1% 13.6% 9.5% 14.7% 45.5% 19.2% 6.5% 18.2% 12.3% 14.0% 4.3% 15.4% 11.8% 
⑤外部特許の有効活用 19.9% 27.2% 14.8% 10.3% 22.7% 42.9% 29.4% 27.3% 19.2% 29.0% 13.6% 7.7% 20.6% 39.1% 5.8% 13.7% 

計 572 224 337 39 22 21 102 11 26 31 22 65 107 23 52 51 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

              
22．貴社の知的資産管理で今後積極的に行っていくものは 
（非中核技術：複数回答可、最大２つまで） 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

⑥売却ないしライセンスを行い収益化 27.8% 31.7% 25.4% 15.4% 23.8% 20.0% 37.6% 25.0% 28.0% 36.0% 23.8% 27.0% 31.0% 31.8% 25.5% 15.9% 
⑦クロスライセンス玉として活用 21.0% 18.5% 21.9% 2.6% 9.5% 10.0% 25.8% 50.0% 8.0% 8.0% 28.6% 19.0% 32.0% 31.8% 23.4% 13.6% 
⑧他企業とのアライアンスにより事業化 29.5% 30.2% 29.5% 35.9% 23.8% 35.0% 31.2% 12.5% 28.0% 36.0% 23.8% 22.2% 32.0% 22.7% 27.7% 34.1% 
⑨権利防衛など将来のために保持 50.8% 49.3% 51.7% 59.0% 66.7% 55.0% 40.9% 50.0% 52.0% 56.0% 52.4% 54.0% 47.0% 50.0% 46.8% 59.1% 

計 528 205 315 39 21 20 93 8 25 25 21 63 100 22 47 44 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

              

23．貴社の他社とのライセンスによる収支は 製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①黒字 16.2% 20.1% 13.7% 8.2% 20.0% 14.3% 21.6% 10.0% 16.7% 24.2% 16.7% 16.9% 12.3% 8.7% 20.4% 13.3% 
②赤字 18.9% 15.3% 21.3% 4.1% 8.0% 9.5% 19.0% 20.0% 16.7% 12.1% 12.5% 23.9% 35.1% 26.1% 9.3% 15.0% 
③ほぼ均衡 18.6% 17.3% 19.7% 16.3% 12.0% 4.8% 22.4% 10.0% 13.3% 12.1% 20.8% 22.5% 20.2% 17.4% 25.9% 13.3% 
④把握していない、あるいは、ライセンス契約がない 46.3% 47.4% 45.3% 71.4% 60.0% 71.4% 37.1% 60.0% 53.3% 51.5% 50.0% 36.6% 32.5% 47.8% 44.4% 58.3% 

計 630 249 371 49 25 21 116 10 30 33 24 71 114 23 54 60 

 
              

24．貴社の知的資産の価値についてどの程度把握されています
か？（１～４で１つ、５～８で最大２つ） 

製造業 素材型
加工・
組立型

食品 繊維 
紙 ・
パルプ

化学 石油
窯業・
土 石

鉄鋼
非鉄
金属

一般
機械

電気
機械

精密
機械

輸送用
機 械

その他の 
製造業 

①一件一件管理 30.7% 26.3% 34.1% 21.3% 25.0% 14.3% 33.6% 16.7% 23.3% 14.7% 24.0% 32.4% 31.0% 52.2% 38.9% 41.8% 
②事業単位で管理 11.0% 13.0% 8.9% 8.5% 8.3% 19.0% 8.0% 33.3% 23.3% 23.5% 8.0% 9.5% 10.3% 8.7% 5.6% 9.1% 
③全社ベースで管理 36.1% 35.6% 36.0% 29.8% 50.0% 23.8% 31.9% 50.0% 40.0% 35.3% 44.0% 35.1% 44.0% 26.1% 38.9% 27.3% 
④把握していない 22.1% 25.1% 20.9% 40.4% 16.7% 42.9% 26.5% 0.0% 13.3% 26.5% 24.0% 23.0% 14.7% 13.0% 16.7% 21.8% 

計 628 247 369 47 24 21 113 12 30 34 25 74 116 23 54 55 

⑤特許の維持管理費用を把握 77.3% 78.5% 76.1% 84.8% 82.6% 75.0% 72.2% 100.0% 92.3% 75.0% 90.5% 74.6% 72.1% 70.0% 74.5% 84.8% 
⑥累積総費用（研究開発費及び特許維持管理費等）も管理 26.9% 25.5% 28.2% 18.2% 26.1% 25.0% 27.8% 14.3% 23.1% 28.6% 14.3% 32.2% 31.7% 60.0% 19.1% 17.4% 
⑦ライセンス収入を管理 34.1% 35.5% 34.0% 18.2% 17.4% 41.7% 41.1% 0.0% 26.9% 35.7% 38.1% 44.1% 33.7% 35.0% 46.8% 19.6% 
⑧将来にわたり生み出す事業キャッシュフローの現在価値も把握 2.3% 2.0% 2.6% 3.0% 4.3% 0.0% 3.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 4.8% 0.0% 0.0% 2.2% 

計 516 200 309 33 23 12 90 7 26 28 21 59 104 20 47 46 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
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３．設備投資行動等に関する意識調査・集計結果（非製造業） 
 

Ⅰ．【設備投資の見通し】 
（単位：社数） 

         

１．貴社の今年度（国内）設備投資額は、年度当初計画と比べて 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①増額修正となる見通し 18.2% 19.8% 18.3% 17.1% 15.1% 13.6% 15.7% 26.1% 24.6% 44.4% 
②減額修正となる見通し 17.9% 9.4% 17.4% 17.1% 17.7% 18.2% 24.1% 13.0% 19.6% 11.1% 
③変更なし 63.9% 70.8% 64.3% 65.8% 67.2% 68.2% 60.2% 60.9% 55.8% 44.4% 

回答社数計 1,075 106 235 146 186 66 166 23 138 9 

 
         

２．貴社の来年度（国内）設備投資額は、今年度（見込）と比べて 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①増加する見通し 20.4% 6.9% 22.1% 17.5% 16.6% 32.3% 28.5% 37.5% 16.4% 33.3% 
②減少する見通し 31.6% 25.5% 26.0% 32.9% 34.9% 33.8% 40.5% 12.5% 30.6% 55.6% 
③概ね横ばい 48.0% 67.6% 51.9% 49.7% 48.6% 33.8% 31.0% 50.0% 53.0% 11.1% 

計 1,041 102 231 143 175 65 158 24 134 9 

 
注）本問は問１で①を選択した 392 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 392 社より少ない。 

         

３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 19.7% 35.3% 19.4% 12.5% 26.1% 11.1% 20.8% 33.3% 12.9% 0.0% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 42.2% 29.4% 61.1% 33.3% 47.8% 11.1% 41.7% 100.0% 29.0% 33.3% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 17.3% 11.8% 22.2% 16.7% 34.8% 0.0% 4.2% 0.0% 16.1% 66.7% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 4.0% 0.0% 0.0% 8.3% 0.0% 11.1% 4.2% 16.7% 6.5% 0.0% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 3.5% 11.8% 5.6% 4.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.2% 0.0% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影響回避等） 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 4.3% 11.1% 4.2% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価手法の変更等） 1.7% 5.9% 2.8% 0.0% 0.0% 0.0% 4.2% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑧その他 30.6% 23.5% 16.7% 41.7% 26.1% 66.7% 29.2% 0.0% 41.9% 33.3% 

計 173 17 36 24 23 9 24 6 31 3 

 
注）本問は問１で②を選択した 318 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 318 社より少ない。 

         

３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 27.6% 55.6% 50.0% 17.4% 24.2% 0.0% 10.5% 0.0% 52.4% 0.0% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 21.2% 22.2% 16.7% 21.7% 15.2% 25.0% 15.8% 100.0% 28.6% 100.0% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 7.6% 0.0% 3.3% 4.3% 6.1% 0.0% 21.1% 0.0% 4.8% 0.0% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 7.6% 0.0% 0.0% 17.4% 6.1% 25.0% 7.9% 33.3% 0.0% 0.0% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 37.1% 11.1% 43.3% 17.4% 45.5% 41.7% 47.4% 33.3% 28.6% 0.0% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影響回避等） 5.9% 11.1% 6.7% 4.3% 9.1% 0.0% 5.3% 0.0% 4.8% 0.0% 
⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価手法の変更等） 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.6% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑧その他 21.2% 22.2% 16.7% 26.1% 27.3% 25.0% 23.7% 0.0% 9.5% 0.0% 

計 170 9 30 23 33 12 38 3 21 1 

注）その他の非製造業：漁業、鉱業、その他非製造業 
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注）本問は問２で①を選択した 406 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 406 社より少ない。 （単位：社数） 
         

３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 16.5% 40.0% 28.9% 12.5% 14.3% 0.0% 12.5% 28.6% 16.7% 0.0% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 31.9% 40.0% 23.7% 33.3% 50.0% 25.0% 20.0% 85.7% 27.8% 50.0% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 17.6% 20.0% 21.1% 16.7% 21.4% 10.0% 10.0% 0.0% 33.3% 50.0% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 1.6% 0.0% 2.6% 0.0% 0.0% 0.0% 2.5% 14.3% 0.0% 0.0% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 3.3% 20.0% 5.3% 0.0% 0.0% 0.0% 5.0% 0.0% 5.6% 0.0% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影響回避等） 2.7% 0.0% 2.6% 4.2% 0.0% 5.0% 0.0% 14.3% 5.6% 0.0% 
⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価手法の変更等） 1.1% 0.0% 2.6% 0.0% 0.0% 0.0% 2.5% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑧その他 44.5% 20.0% 39.5% 45.8% 35.7% 75.0% 55.0% 0.0% 33.3% 50.0% 

計 182 5 38 24 28 20 40 7 18 2 

 
注）本問は問２で②を選択した 504 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 504 社より少ない。 

         

３．その理由は（複数回答可、最大２つまで） 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①収益見通し（増益修正／減益修正） 16.4% 21.7% 20.0% 24.3% 12.0% 4.8% 7.1% 0.0% 22.2% 60.0% 
②需要動向（需要が予想より増加／減少等） 20.6% 21.7% 20.0% 16.2% 16.0% 23.8% 26.8% 100.0% 16.7% 0.0% 
③供給動向（設備の逼迫感／過剰感等） 11.2% 21.7% 9.1% 10.8% 8.0% 19.0% 8.9% 33.3% 11.1% 0.0% 
④設備価格動向（設備投資単価の減少／上昇） 1.7% 0.0% 1.8% 0.0% 2.0% 0.0% 3.6% 0.0% 2.8% 0.0% 
⑤設備投資コスト削減努力（工法の変更など単価要因以外の自助努力） 19.9% 21.7% 10.9% 10.8% 20.0% 28.6% 28.6% 33.3% 19.4% 40.0% 
⑥財務面の影響（格付向上等により投資余力増加／格付への悪影響回避等） 9.4% 0.0% 9.1% 21.6% 8.0% 4.8% 7.1% 0.0% 13.9% 0.0% 
⑦投資採算の管理手法の変更（ハードルレートの引き上げ、評価手法の変更等） 1.4% 4.3% 3.6% 0.0% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑧その他 44.1% 34.8% 45.5% 37.8% 50.0% 42.9% 48.2% 0.0% 44.4% 40.0% 

計 286 23 55 37 50 21 56 3 36 5 

注）問３は複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

Ⅱ．【設備投資の意思決定】 
（単位：社数） 

         

４．個別投資案件の意思決定に際して 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①原則として投資採算の定量的評価（収益率、回収期間等）が高いものを優先 51.8% 52.5% 63.3% 49.6% 44.0% 41.9% 45.0% 78.3% 50.7% 77.8% 
②投資採算の定量的評価以外の要因（数字に表せない定性的な要因）もかなり加味 48.2% 47.5% 36.7% 50.4% 56.0% 58.1% 55.0% 21.7% 49.3% 22.2% 

計 1,024 99 221 141 175 62 160 23 134 9 

 
         

５．重要視している定量的評価の手法（複数回答可、最大２つまで） 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①投資回収年数 68.5% 61.5% 71.3% 65.1% 71.6% 65.6% 71.4% 54.5% 69.4% 55.6% 
②内部利益率（ＩＲＲ） 23.5% 22.0% 20.8% 22.5% 24.1% 24.6% 17.7% 36.4% 33.9% 22.2% 
③正味現在価値（ＮＰＶ） 11.8% 18.7% 9.7% 12.4% 12.3% 18.0% 9.5% 18.2% 7.4% 11.1% 
④投下資本利益率（ＲＯＩ） 30.4% 30.8% 46.8% 33.3% 21.0% 16.4% 23.8% 27.3% 26.4% 22.2% 
⑤その他 6.5% 2.2% 1.9% 10.9% 5.6% 16.4% 11.6% 0.0% 3.3% 22.2% 

計 958 91 216 129 162 61 147 22 121 9 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
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Ⅲ．【設備の除却とビンテージ（設備年齢）】 
（単位：社数） 

         

６．直近２～３年の設備の除却（売却を含める）に対するスタンスは、それ以前と比べて 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①積極的に進めている 17.0% 22.3% 19.0% 17.7% 17.3% 20.3% 17.4% 5.0% 6.7% 33.3% 
②ほぼ同じペースで進めている 69.2% 68.9% 74.7% 66.0% 68.2% 60.9% 67.1% 90.0% 70.1% 44.4% 
③消極的である 13.8% 8.7% 6.3% 16.3% 14.5% 18.8% 15.5% 5.0% 23.1% 22.2% 

計 1,026 103 221 141 173 64 161 20 134 9 

 
注）本問は問６で①を選択した 336 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 336 社より少ない。 

         

７．設備の除却（売却を含める）を積極的に進めている要因は（複数回答可、最大２つまで） 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①既存設備の更新を積極化しているため、古い（老朽化した）資産を処分する必要が生じた 56.1% 30.4% 61.0% 52.0% 60.0% 53.8% 61.5% 0.0% 77.8% 100.0% 
②業績が改善しているため、特別損失を計上するだけの余裕が出来た 17.0% 13.0% 19.5% 20.0% 13.3% 7.7% 15.4% 0.0% 11.1% 100.0% 
③当該事業への需要が減少し、設備過剰感が拡大した 10.5% 26.1% 7.3% 8.0% 10.0% 7.7% 7.7% 100.0% 0.0% 0.0% 
④事業の選択と集中を進めているため、撤退する事業の設備が不要となった 29.2% 43.5% 43.9% 24.0% 20.0% 7.7% 19.2% 100.0% 33.3% 0.0% 
⑤合併等で設備の重複感が生じた 3.5% 8.7% 2.4% 0.0% 10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑥資産流動化の一環（ＳＰＣへの売却、リースバック等） 15.2% 21.7% 7.3% 28.0% 16.7% 7.7% 19.2% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑦中古資産売却市場が整ってきた 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 3.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑧その他 6.4% 0.0% 9.8% 0.0% 3.3% 30.8% 7.7% 0.0% 0.0% 0.0% 

計 171 23 41 25 30 13 26 1 9 3 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

         

８．貴社の国内主力設備の設備年齢（経過年数）はこの１年間で 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①高齢化している 27.9% 25.2% 18.8% 32.2% 30.7% 33.8% 27.6% 20.0% 34.1% 44.4% 
②あまり変わらない 62.0% 70.9% 67.7% 58.2% 63.1% 63.1% 57.7% 60.0% 55.6% 33.3% 
③若返っている 10.1% 3.9% 13.5% 9.6% 6.3% 3.1% 14.7% 20.0% 10.4% 22.2% 

計 1,040 103 223 146 176 65 163 20 135 9 

 
         

９．投資に伴う諸コスト、投資を絞り込むデメリット等を考慮すると、国内主力設備の設備年齢は 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①今後若返りを図る予定 19.4% 9.0% 22.7% 27.6% 17.3% 6.2% 19.3% 15.8% 22.4% 22.2% 
②現在の水準で適当 58.4% 56.0% 64.5% 50.3% 55.5% 60.0% 64.6% 68.4% 52.2% 66.7% 
③多少高齢化してもやむを得ない 22.2% 35.0% 12.7% 22.1% 27.2% 33.8% 16.1% 15.8% 25.4% 11.1% 

計 1,026 100 220 145 173 65 161 19 134 9 

 

Ⅳ．【海外での設備投資と国内での設備投資の関係】 
（単位：社数） 

         

10．中期的（概ね３年後）な海外の設備投資（連結ベース）は現状と比べて 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①増加 25.3% 22.6% 33.8% 9.1% 28.3% 25.0% 0.0% 45.5% 15.0% 33.3% 
②横ばい 63.8% 64.5% 53.5% 54.5% 67.4% 75.0% 95.0% 45.5% 70.0% 66.7% 
③減少 10.9% 12.9% 12.7% 36.4% 4.3% 0.0% 5.0% 9.1% 15.0% 0.0% 

計 221 31 71 11 46 8 20 11 20 3 
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（単位：社数） 
         

10．中期的（概ね３年後）な国内の設備投資（連結ベース）は現状と比べて 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①増加 22.3% 9.9% 24.4% 23.6% 22.7% 24.0% 25.0% 42.1% 18.9% 28.6% 
②横ばい 60.3% 69.2% 68.2% 60.0% 59.3% 48.0% 53.1% 52.6% 56.6% 42.9% 
③減少 17.4% 20.9% 7.5% 16.4% 18.0% 28.0% 21.9% 5.3% 24.5% 28.6% 

計 862 91 201 110 150 50 128 19 106 7 

 
         

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答可、各地域ごとに最大２つまで） 
【北米】 

非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 27.3% 40.0% 21.7% 0.0% 20.0% 25.0% 20.0% 25.0% 37.5% 100.0% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 3.0% 0.0% 4.3% 0.0% 10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 7.6% 20.0% 8.7% 0.0% 10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
④研究開発拠点の新増設 3.0% 0.0% 4.3% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑤販売拠点整備 47.0% 50.0% 60.9% 0.0% 30.0% 25.0% 60.0% 50.0% 37.5% 0.0% 
⑥その他 25.8% 30.0% 8.7% 100.0% 50.0% 50.0% 20.0% 25.0% 25.0% 0.0% 

計 66 10 23 1 10 4 5 4 8 1 

 
         

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答可、各地域ごとに最大２つまで） 
【欧州】 

非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 22.9% 33.3% 15.8% 0.0% 14.3% 33.3% 0.0% 33.3% 50.0% 0.0% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 4.2% 0.0% 5.3% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 4.2% 0.0% 5.3% 0.0% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
④研究開発拠点の新増設 4.2% 0.0% 10.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑤販売拠点整備 52.1% 50.0% 73.7% 0.0% 42.9% 33.3% 66.7% 33.3% 16.7% 0.0% 
⑥その他 27.1% 50.0% 5.3% 100.0% 42.9% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 

計 48 6 19 1 7 3 3 3 6 0 

 
         

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答可、各地域ごとに最大２つまで） 
【中国】 

非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 28.3% 46.2% 25.5% 0.0% 26.7% 50.0% 11.1% 50.0% 18.2% 50.0% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 8.5% 0.0% 14.9% 0.0% 6.7% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 24.5% 7.7% 31.9% 0.0% 20.0% 0.0% 22.2% 0.0% 27.3% 100.0% 
④研究開発拠点の新増設 4.7% 7.7% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑤販売拠点整備 46.2% 53.8% 59.6% 0.0% 26.7% 25.0% 33.3% 25.0% 45.5% 0.0% 
⑥その他 17.9% 23.1% 6.4% 100.0% 46.7% 25.0% 11.1% 25.0% 18.2% 0.0% 

計 106 13 47 1 15 4 9 4 11 2 
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（単位：社数） 
         

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答可、各地域ごとに最大２つまで） 
【中国以外のアジア】 

非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 20.5% 38.9% 16.1% 0.0% 7.7% 50.0% 0.0% 40.0% 10.0% 0.0% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 9.1% 5.6% 12.9% 0.0% 15.4% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 20.5% 5.6% 32.3% 0.0% 23.1% 0.0% 20.0% 0.0% 20.0% 100.0% 
④研究開発拠点の新増設 3.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑤販売拠点整備 39.8% 44.4% 48.4% 0.0% 23.1% 25.0% 40.0% 40.0% 40.0% 0.0% 
⑥その他 25.0% 27.8% 6.5% 100.0% 53.8% 25.0% 40.0% 20.0% 30.0% 0.0% 

計 88 18 31 1 13 4 5 5 10 1 

 
         

11．海外設備投資の目的について（主要製品について、複数回答可、各地域ごとに最大２つまで） 
【その他地域】 

非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①消費地（域内ベース）生産のための生産拠点新増設 20.0% 44.4% 12.5% 0.0% 11.8% 25.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 
②第３国（域外）輸出のための生産拠点新増設 6.0% 11.1% 0.0% 0.0% 5.9% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
③日本への逆輸入のための生産拠点新増設 8.0% 0.0% 25.0% 0.0% 5.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 
④研究開発拠点の新増設 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
⑤販売拠点整備 28.0% 44.4% 50.0% 0.0% 17.6% 0.0% 66.7% 50.0% 0.0% 0.0% 
⑥その他 50.0% 44.4% 12.5% 100.0% 70.6% 50.0% 33.3% 50.0% 50.0% 50.0% 

計 50 9 8 1 17 4 3 2 4 2 

注）問 11 は複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
 

         
12．国内設備投資（新規立地・進出）を行う場合、立地地域選定に際し重視する項目は 
（複数回答可、最大３つまで） 

非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①交通アクセスの利便性 48.4% 44.3% 67.9% 65.9% 39.7% 12.8% 21.6% 53.3% 55.7% 0.0% 
②地域資源（用地・労働力等） 24.0% 22.8% 33.7% 12.9% 19.8% 38.5% 13.7% 6.7% 22.9% 100.0% 
③既往の拠点等との近接性 31.3% 34.2% 38.4% 29.4% 32.8% 30.8% 25.5% 26.7% 17.1% 42.9% 
④当該地域における製品・サービス需要 53.1% 54.4% 55.8% 48.2% 49.1% 61.5% 52.9% 66.7% 52.9% 14.3% 
⑤国・自治体からの充実した公的支援 13.9% 3.8% 2.1% 17.6% 25.9% 30.8% 21.6% 0.0% 15.7% 14.3% 
⑥連携・協力可能な大学・研究機関 1.4% 3.8% 0.0% 2.4% 0.0% 0.0% 2.9% 0.0% 2.9% 0.0% 
⑦支援サービス業の充実 5.4% 1.3% 4.2% 4.7% 10.3% 2.6% 6.9% 6.7% 5.7% 0.0% 
⑧良質な住環境の存在 9.2% 5.1% 15.8% 16.5% 4.3% 5.1% 6.9% 0.0% 2.9% 14.3% 
⑨その他 7.1% 7.6% 3.7% 5.9% 10.3% 12.8% 7.8% 13.3% 7.1% 0.0% 

計 703 79 190 85 116 39 102 15 70 7 

注）複数回答のため、各項目の合計は全体と一致しない。 
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Ⅴ．【財務活動の状況】 
（単位：社数） 

         

13．貴社における有利子負債圧縮のスタンスは 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①今期も実施しており、来期以降も継続 55.3% 65.7% 59.5% 53.8% 55.6% 61.9% 51.3% 40.9% 45.3% 44.4% 
②今期中に概ね適性水準に達し、来期以降は継続する必要はない 5.6% 4.9% 8.6% 2.3% 5.3% 1.6% 6.5% 18.2% 3.9% 0.0% 
③既に適性水準に達しており、圧縮を行っていない 24.1% 21.6% 25.0% 25.0% 20.7% 22.2% 21.4% 27.3% 31.3% 33.3% 
④その他 15.0% 7.8% 6.8% 18.9% 18.3% 14.3% 20.8% 13.6% 19.5% 22.2% 

計 999 102 220 132 169 63 154 22 128 9 

 
注）本問は問 13 で①を選択した 1,002 社に回答を求めたものであるが、一部無回答のため、合計欄の社数は 1,002 社より少ない。 

         

14．貴社の有利子負債が減少している要因について 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①財務体質の改善が第一の目標のため、有利子負債の圧縮を優先し、投資を絞り込んでいる 71.0% 89.2% 65.9% 62.9% 77.4% 78.4% 59.7% 55.6% 73.7% 75.0% 
②現在、望ましい投資は実施しているが、会社全体の収益力が高いので資金が余剰となり、結果的に有利子負債の

返済に回っている 
29.0% 10.8% 34.1% 37.1% 22.6% 21.6% 40.3% 44.4% 26.3% 25.0% 

計 541 65 129 70 93 37 77 9 57 4 

 
         

15．有利子負債が概ね適正水準に達した場合、それまで負債圧縮に向けていた資金をどこに振り向けますか？（既
に達成している企業の場合は現在の状況を選択） 

非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①国内設備投資の増加 40.9% 24.2% 45.3% 42.0% 38.2% 30.5% 37.5% 63.2% 53.2% 75.0% 
②海外投資の増加（関係会社向け投融資、Ｍ＆Ａ含む） 2.7% 1.1% 5.7% 0.0% 7.2% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 
③国内Ｍ＆Ａ 3.2% 2.1% 7.1% 0.0% 0.7% 0.0% 3.7% 0.0% 5.4% 0.0% 
④配当増、自社株買い等の株主還元 10.1% 17.9% 10.8% 5.0% 8.6% 10.2% 12.5% 10.5% 7.2% 0.0% 
⑤金融資産の増加 9.3% 18.9% 5.2% 11.8% 6.6% 3.4% 13.2% 0.0% 10.8% 0.0% 
⑥一層の有利子負債圧縮 27.2% 31.6% 22.6% 31.9% 35.5% 35.6% 25.7% 10.5% 17.1% 12.5% 
⑦その他 6.5% 4.2% 3.3% 9.2% 3.3% 18.6% 7.4% 15.8% 6.3% 12.5% 

計 911 95 212 119 152 59 136 19 111 8 

 
         

16．健全な財務体質として貴社が考えている自己資本比率は 非製造業 建設
卸売・
小 売

不動産 運輸
電力・
ガ ス

通信・
情 報

リース サービス
その他の 
非製造業 

①20％未満 2.8% 5.0% 2.7% 0.7% 0.6% 4.8% 0.0% 29.2% 4.1% 0.0% 
②20％台 7.7% 15.8% 8.1% 10.1% 8.0% 11.3% 1.9% 4.2% 4.1% 0.0% 
③30％台 13.0% 19.8% 17.9% 13.8% 9.2% 17.7% 8.4% 0.0% 8.9% 12.5% 
④40％台 10.5% 17.8% 16.1% 8.0% 9.8% 8.1% 5.2% 8.3% 5.7% 25.0% 
⑤50％台 10.5% 17.8% 15.7% 5.8% 7.5% 8.1% 9.1% 4.2% 8.9% 12.5% 
⑥60％超 9.2% 3.0% 13.0% 6.5% 5.2% 1.6% 18.2% 4.2% 8.9% 25.0% 
⑦特に定めていない 46.2% 20.8% 26.5% 55.1% 59.8% 48.4% 57.1% 50.0% 59.3% 25.0% 

計 1,007 101 223 138 174 62 154 24 123 8 
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